
The Japan Statistical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Statistioal 　Sooiety

　

月

　

鄲

　
 

誌
、
写

頁

諭
鵬

計

巻
〜

統
9

頁

本
31

日

第

12

夫の 家事 ・育児参加 と妻の 就業行動 ：

同時決定バ イ ア ス を考慮 した分析

中野　あい
＊

A 　Husband ’

s　Househo ！d　Participation　and 　a　Wife，

s　Labor　Supply

　　　　　　　　　　　　　　　　　Activity
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Ai　Nakano ＊

　 わ が 国で は，出産
・
育児期 に あ た る妻の 就業継続 の 問題 が大 きい こ とが 知 られ て い る一

方で ，夫
の 家事 ・育児時間は 短い ，本稿で は，夫の 家事 ・育児参力lrと妻 の 就業行動 の 関係 に つ い て ，1gg1

年の個 票デ ータ を用 い て 実証的検証を試 み た，同時性を考慮 した 実証分析の 結果 ， 夫 の 家事 ・育

児行動 と妻の 就業決定 は 同時決定の 関係 で あ る こ と，両 者の 関係 は 正 の 相 関関係 に ある こ とが 明

らか に なっ た．

　In．　Japanjt 　is　widely 　assumed 　that　a 　wii も
，
s　lahor　supp 廴y　activi七y　is　restrtcted 　by　heusehold

actiVi 七ies　aユ1d　cllild−care 　and 　dlat　a 　hu曲 and 　8pellds 　les5　time　on 　sllch 　a £ tivi七ies．　In　thl8　paper ，　we

try　to　reveal 　the 　rclationship 　between 　the　husband ，
s　and 　the 　w 挽

，
s　Ume 　a．llocation．　The 　findings

suggesL 　 a　 simulta 皿 eous 　 re 】attom 　bctwceη t｝〕c　husbe皿 ⊂Ps　dccision しo　parttcipate　in　hou 呂ehold

activities 　and 七he　wi £e
，

s　Labor　supply 　aetivity．　Further　thc　filldings　reveal 　a　positive　correlation

betwccn　the 輌 fげ呂 1abor　sllpply 　ac 七ivi七ies　all（l　the　husbandlis　houscbold　activities ．

キーワ
ー

ド； 夫 の 家事 ・
育児参加 と妻の 就業行動，同時決定バ イ ア ス

1．　 は じめ に

　わが 国 にお い て
， 少子化 の 進行は

， 女性の 就業継続 の 問題 と深 く関わ る こ とが認識 され

て お り， 出産 ・育児期の 女性の 就業継続 を促す法制度が望 まれて い る ，

　女性の 高学歴化 と社会進出に よ り， 結婚 ・出産後 も仕事を続け るこ と を望む女性が増 え

て い る．一
方で

， 子 どもを産み
， 育て る た め に は

，

一
定の 時間的 ・経済的費用 を要す る．わ

が 国で は，多 くの 家計 におい て ，夫が市場労働 に従事する こ とに よ り経済的費用 を負担 し，

妻が家庭 に お い て 家事 ・育児 に専念す る こ と に よ り育児の 時 間的費用 を負担す る と い う ， 夫

婦の 役割分担が明確 に区分 され て い る の が特徴で あ る．そ して ，長 くそ の よ うな性別役割

＊
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分担が機能する なかで
， 育児期 の妻 に と っ て 仕事 と家庭生活の 両立 が難 しく，仕事を続け

る こ とを選択す るか子育 て ・家庭 役割 を選択す るか とい う二 者択
一

問題 に 直面せ ざる を得

ない 状況 に 陥 っ た．こ の よ うな こ とか ら
，

わが国で は出産 ・育児を理由に離職す る女性が

数多 く ， 出産 ・
育児期 に女性の 労働力率が 落 ち込む とい う M 字型カ

ー
ブ が見 られ て い る

1）．

女性 の 職場 進 出がすす み，結婚 ・出産後 も仕事を続ける こ とを望む女性が 多くな る
一
方で

，

上述 の よ うに ， 育児や 家庭役割 が負荷 とな っ て 就業継続 をあ きらめ る女性が 数多 い ．

　こ の よ うななか
， 夫で あ る男性の 家庭役割は どの よ うに機能 してい るの で あ ろうか ．わ

が国で は
， 国際比較で み る と

， 夫の 家事や 育児へ の 参加は きわめて 低い 水準とな っ て い る ．

2001 年総務省 「社会生活基本調査」に よ る と
， 有業男 性が 1 日に家事 を行 う時間は わず か

52 分 とな っ て お り，先進国の なか で も非常 に短い とい える
2）．こ の よ うに ， 育児や家庭役

割 は妻で ある女性の ほ うが よ り多 く担 っ て い る家計が 多い とい える ．こ の た め
， 就業継続

を望 む妻が増 えて い る なか で，夫の 家事 ・育児へ の 関 わ りに つ い て 考察する こ とは重要な

テ
ー

マ で ある と考え ら れ る ．

　わが 国で は
， 夫が 家事 ・育児に積極的に参加す る こ とが妻の 就業行動 に与える影響 に つ い

て 多 くの 研究成果が 残 され て い る ．既 婚女性の 就 業行 動 と して は
，

女性 が 1 日の 生活時間

の うち何時間 を市場労働 時間に配分 す るか とい う選択 の ほか に，就業 か非就 業の選択，そ

して就業する場含 に は正社員かパ ー トタ イム 就業か どちらか の 選択で 捉え られる こ とが 多

い ． こ の よ うな既婚女性の 就業選択 の 規 定要 因 を分析 した研究 の なか で ，妻 の 就業決定関

数の な か に夫の 家事 ・育児行動を説明変数 と して推計 して い る研 究が数 多く残 されて い る．

　わが 国の 先行研究で は，夫が家事 ・育児 に参加す る こ とや 帰宅時間が 早い こ とが 妻の 就

業 を促進す る と い う
一

連の 結果が得 られて い る．山上 （1999）は
， 夫が家事

・
育児に協力的

で あ る こ とは 妻 の 就業を促す効果 を与える こ とを示 して い る．井口 他 （2〔〕02）　 は，夫の

家庭役割に対する 意識 に 着目 し
， 家事参加志向を もつ 夫で あ る ほ ど

， 妻の 正 規就業選択確

率が高 まる こ とを示 して い る．続 く藤野 （2002a）は
， 夫の 平均帰宅時 問が早 い こ とや夫に

家事参加志向 ・育児参加志向が ある場合 に ， 妻の 正 規 就業選択確率が 高 まる こ とを明 らか

に して い る．藤野 （2002b ）にお い て も， 夫の 帰宅時間が 妻の 就業選択 に対し て 影響を与え

て い る こ とを明 らか に して い る
3）．

1） その よ うな M 字型 カ
ーブ の 特徴 は先進国で は あ ま り見 られ て い な い ．

2） 2001 年総務省統計局 「社会生 活基本調 査」 の EU 比 較用 制み 換え数値 に よる と，日本 の 有業男性が 1 匚1に行

　 う家事時 間 は 52 分 で あ る．一
方，Eurosuat （2004）に よる と，有 業 男性 が 1 日に 行 う家 事時間は，英 国で は

　 114 分，ベ ル ギ ーで は 135 分，ドイ ッ は 112 分 ，フ ラ ン ス は 1⊥3 分 ，ス ウ ェ
ーデ ン は 143 分 と報告 され て い

　 る （太 田 （2006）〉，

3〕 こ の 他 に も，夫の 週 労 働 時 間 が 女性 の 就 業継 続 に 与える 分 析 と して 阿 部 （2001 ）が，夫 の 仕 事 時 間や 帰 宅 時

　 問，家 事 ・育 児 参 加 が 妻 の 就 業 選 択 に与 え る影 響 を分 析 した研 究 と して ，阿部 （2001）や 西 岡 （2〔〕01），西 本 ・

　 七条 （2004） が あ る．
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　また一
方で ，妻の就業状態や市場労働時間が夫の 家事 ・育児参加 に与える影響 を分析 し

た研究 も数多 く残 されて い る．多 くの 先行研 究 は ， 妻が 就業 して い る 家計で は夫の 家事 ・

育児参加が 高まる傾 向にあ り， さ らに妻 が就業 して い る場合 には妻の 市場 労働 時間が長 い

と夫の 家事 ・育児参加が高 まる傾 向にあ る こ とが指摘 されて い る （Nishioka（1998 ）， 前田

（2000）， 西 岡 （2001 ）， 松 出 （2eO4 ，
2006 ））．また

， 松出 （2002 ）は母親が フ ル タイム で あ

る家計 の 父親 の 育児参加が有意 に高 まる こ とを示 して い る．永井 （2004 ）は
， 妻の 労働時

間が
一

定水準 を超 える と
， 夫の 育児参加 日数が有意 に長 くなる こ とを示 して い る ，

　 こ の ように先行研究 か らは，夫が家事や育児 に参加す る と妻の 就業確率に正 の 影響 を与

える とい うこ と と，逆 に，妻 が就 業す る と夫 は家事 ・育児 に参加す る傾 向 にあ る と い うが

得 られ て い る． しか し， 上 記の 先行研 究 で は ， 夫婦 の 役割分担 決定が それ ぞれ独立 に決定

され る もの と して 分析が 行わ れ て い る ．すな わ ち ， 夫が 遂行す る家事 ・育児行動 と妻の 就

業決定が ，夫婦の 間で 独立 に決定 され て い る とい う前提 の もとで 分析が行 われ て い る ．し

か しなが ら ， 夫婦 ふ た りが ひ と つ の 家計 単位の 効用 関数 を最大化する な らば
， 夫の 家事 ・

育児時間 と妻の 市場労働時間は夫婦の あい だで 同時 に決定 され て い る と考 える こ とが で き

る ．その 場合 ， 夫婦 は別 々 の 効用 関数で は な く夫婦ふ た りの 効用 を最大にする よ う最適 な

意思決定 を行 うた め
， 妻が就業す るか ど うか とい う選択 と夫が家事 ・育児 に参加す るか と

い う意思決定は独 立で はな く同時に決定 されて い る 可能性が 考 え られ る ．夫婦の役割分担

が夫婦の あ い だ で 同時に 決め られ るな らば，夫の 家事 ・育児参加 と妻の就業の 関係 を分析

する ため に は内生性を考慮 した分析が必要で ある と思われ る ．夫の 家事 ・育児参加の決定

と妻の 就業決定が同時決定の 関係 で あ る と き，夫の 家事
・
育児決定や 妻 の 就業決定を外性

変数 と して推定す る と，得 られ る推定量 は一
致性 をみ た さな い ．

　 先行研 究 を見 る と
， 家計の行動が内生的に決め られ て い る こ とを考慮 した研究 と して水

落 （2006a，
　b）が ある。父親の育児参加の 規定要因を分析 した水落 （2006a）は，母親の 就

業形態を外生 的に説明変数に 加えた分析で は ，母親の 就業確率は 父親の 育児参加に正 に有

意 な結果が得 られ て い る こ とを示 して い る．
一

方，母親の 就業状態 を内生 的に捉えた分析

で は ，母親 の 推 定就業確率は 父親 の 育児参加 に対 して有意 に影響を与 えて い ない こ とを明

らか に して い る．水落 （2006a）で は
， 母親の 就 業状 態を内生変数 とす る と外生 変数を仮定

した 場合と異な っ た 結果 を示し て い る ．

　 上記 で 述 べ た よ うに夫婦 の 決 定が 同時 決定で ある場合 ，外生性 を仮 定 して推 定 を行 うと，

得 ら れ る推定値 は 同時決定バ イ ア ス を伴 っ た もの とな り ， 内生性 の 問題 が発 生 す る．こ の

ため本稿 で は ，夫の 家事
・育 児参加 と妻 の 就業行動が 同時 に決定 され て い る か どうか に つ

い て 検証 を行い
， 夫の 家事 ・育児参加 と妻の 就業決定 を規定す る要 因に つ い て 同時決定 バ

イ ア ス を考慮 した分析 を試 み る ．

　 本稿の 構成 は以 下 の 通 りで あ る．続 く第 2節で は，先行研究 と家計内生産モ デ ル に つ い
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て 紹介する ．第 3 節で は，本稿 で行 う実証分析の 枠組み に つ い て 説 明する ．第 4 節で は
，

本稿で 用い る デ
ータ の 説明 を行 い

， 続 く第 5節で は
， 夫の 家事 ・育児参加 と妻 の 就 業行動

につ い て 同時推定を行 う．第 6 節で は
， 結論 を述べ る ．

2 ．　 先行研 究の 概観 とモ デ ル

　家計の 構成員が どれ だけ家事 ・育児に 参加する か とい う決定は
， 家計の 生 活時間配分 の

研究 として 数多 く分析 され て い る．

　Becker （1965）の 家計 内生産関数モ デ ル で は
， 家計の 行動 は

， 家計 内で生 産 され た消 費

財を構成要素 とす る効用 を最大 にする よう行動する こ とで ある と仮定 され る．Becker の 理

論 に よれば，家計は，財 お よび時間を投入 する こ とに よ り家計内生産物 を生 産する ．そ し

て 家計 は ，家計内生 産物 に よ り構成 され る 家計の 効用 を最大 にす る よ うに
， 市場財 に対す

る需要関数 お よび家事
・
余暇時間 ， 市場労働供給の 水準 をそれぞれ 同時に決定する もの と

する．Gronau （1977）は，家計構成員で ある夫 と妻が市場労働 と家計内生産労働 ， 余暇に

対 して 行 う時間配分の 決定モ デ ル を展 開 した ．こ の 理論で は
， 家計 は財 と時間か ら構成 さ

れ る消費財 を最 大化す る よ う行動する と仮定 し
，

財 は市場で購入 され るか家計内で 生産 さ

れ る もの とす る．予 算制約 と時間制約 の もとで 消費財 を最大にす る問題 を解 くこ とに よ り，

財 と時間の 隈界代替率が家計内生 産の 限界生 産物お よ び市場賃金率に等 し くな る と い う条

件が導かれ る．Graham・and 　Green（1984 ）は
，
　Gronau（1977）の モ デ ル を拡張し，家計内

生 産時 間 と余暇 時間は 明確 に区分 され る もの で な くjointnessの 関係で あ る仮定 の もとで ，

妻の 家計内生産時間の 推計を行 っ た ．実証分析の 結果 ， 未就学児数や 家族世帯員数は妻の

家 計内生産 時間 に有意 に正 の 影響 を与 える が ， 妻 の 市場賃 金率は 家計 内生産 時間 に有意 に

負の 影響 を与える こ とが示 され て い る ．また
， 学歴 や ス キル が与 える影響に関 して は ，学

歴 や ス キ ル が 向上す る と家計内生産労働 よ りも市場労働の ほ うが大 き く生 産性が上 昇する

とい うこ とが 明 らか に され て い る． Solberg　and 　XVong （ユ992）は，通勤時間と夫婦の生 活

時間配分の 関係 に つ い て実証的な検証 を行 っ て い る 。それ に よる と，夫の 通勤時聞が増加

する と夫の 家計内生 産時間 と余暇時間が減少す る とともに妻の 余暇時間も減少する こ とが

示 されて い る ．

　家計 内生産モ デル をもとに男 女の 生活時聞配分 を分析 した研究 と して
，

わ が国 の 研 究で

は小 原 （2000 ）が あ る．小 原は， 1994 年の 「消費生活 に関す る パ ネル 調査」 を用 い て ，夫

婦 の 通勤 時 間が 夫婦 の 時 間配分 に与 える 影響 を推 計 して い る．家事生 産性低下 に家事の 下

限制約 の モ デ ル を加 えた 説明に よ り，
ア メ リカ の Solberg　and 　Wong で 見られ た結果 との

相 違が説 明 され て い る．ア メ リカ にお け る結果 と大 き く異な り ， 通勤 時間が 艮 くな る と夫

婦 どち ら も自ら の 市場 労働 時間 も増 やすが
， 夫婦 の 通勤時間が増 加す る と

， 夫の 家事労働

時間は増 えず ，妻 の 市場労働時 間が抑制 され る こ とが示 され て い る．
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　以下 で は，家計内生 産モ デ ル と夫の家事時問に つ い て 述べ る，夫 と妻 の 2 人の経済主体

に よ っ て構成 され た 家計 を考える．Gronau （1980）や Grallam　and 　Green （1984）は妻の家

計内生 産時間の 決定式 を導 出して い るが
， 家計の 構成員で ある夫が費や す家計内生産時間

配分 の 決定式 は妻 の 場合 と同様 に導出す る こ とがで きる．

　夫婦 は ，消費財 と余暇か ら効用 を得る もの とする ．

　　　　　　　　　　　　　　　　U ＝ σ（C ，
Ll

，
ヱL2）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．1）

ただ し，0 は 消費財，Ll と 五2 はそれぞ れ夫と妻の 余暇時間を表す． 消費財 C は市場で購

入 され る か家計で 生産 される もの で あ り，（2．2＞式の ように表すこ とがで きる ．

　　　　　　　　　　　　　　　　 （フ＝ Xm 一
トZ

，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．2）

ただ し，Xm は市場 か らの 購 入財 とす る． こ の とき，夫婦は，予算制約 と時 間制約 とい う

ふ た つ の 制約 条件 の もと で
， 夫婦の 効用 U が最大 にな る ように 自らの 最適な時間配分 を決

定する．

　こ こ で ，家計内生産 に よ っ て 得 られ る財 Z に つ い て ，次 の よ うな Cobb −Dou 暫las型 に特

定化 した場合 を考え る （Grah 亂m 　and 　Green（1984））．

　　　　　　　　　　　　　Z ＝ A （／レt
「
ドH1 ）

tJ1

（ムf夕正12）
”2　X ξ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2，3）

（2．3）式に お い て
，
Xx は 家計内生産物を生産する た め に投入 され る消費財 ， 瓦 は家計内生

産 に費や され る時間 を示 す，また
， 夫婦 の 予算制 約は （2．4）式 に よ り， 時間制約 は （2．5）

式 に よ り示 され る ，

　　　　　　　　　　　　 Xm 十 Xz ＝ Wl 八厂
1 十 LV2N2十 v

，　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4）

　　　　　　　　　　　　 工尾十 Hi．十 八  ＝ 1
「
，　　　i＝ 1

，
2．　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2．5）

ただ し Wi は市場賃金 率，瓦 は労働時間，　 v は非労働所得で あ り，Li は余暇時間 ， 瓦 は

家計内生産 時 間 ， ／＞1は市場労働時間で あ る とする ．

　 （2．4）式の 予算制約 と （2．5）式の 時間制約の もと で ，夫婦 は （2．1）式で 示 され る よ う

な効用 を最大 に する よ う時間配 分 を決定する
4）．こ の 最大化 問題 を解 く と，夫 の 家事生産

時間は （2．6）式の よ うな関数 と して表され る．

1・ Hl − e
’

・
、．

、÷ ，，

1・ ・ ＋
1筆罘 ，，

1・・Wi 　
一

、≠ 1
．

。、
　ln　W2

　　　　　・
、一

，讐，
．

。、

1・・A4i ＋
1 一譫 1

−
，，

1・ M ・・　 　 岡

4〕 具体的 に は，（2．4）式 と （2．5）式の 制約 の もとで （2．3）式の Z を最大 にす る 問題 を解 くと，（2．6）式が導か

　 れ る．
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た だ し ， A は家 事生産性 に影響 を与え る外生 的要因 を示 して お り，家計全体が 共有する パ

ラメ ーターで あ る．こ れは ， 子 どもの 年齢や同居家族数な どが考え られ る ，Mi は家事生産

性 の 高 さを示す代理指標で あ り，年齢や 学歴 な どの 個人属性を示す．呪 は市場賃金率 ，
ct

は 定数で ある．

　．L記の 家計内モ デ ル の 枠組み は，妻の 市場労働時間や夫の 家事時問が 夫婦の 問で 同時に

決定 され る こ とを前提 と して い る．わが 国で は 既 に述べ た よ うに
， 女性の 就業率は 出産 ・

育児期 に落ち込 み，子 どもの手が かか らな くな っ た時期 に再び上昇する M 字型カ ーブ と し

て 特徴 づ け られ る． こ の ため ， 夫婦の なか で も家庭役割 を担 う妻の 就業継続 を規定す る 要

因 を明 らか にす る研 究が数 多 く残されて い る．

3．　 実証分析の 枠組み

　本節で は ，夫婦 の役割分担が 内生 的に決定 され て い る 可能性 を考慮 した 上 で
， 夫の 家事 ・

育児決定 と妻 の就業決定の 関係 に つ い て の 検証 を行 う．夫婦の 意思決定が夫婦の あい だで

独立 に決め られるか どうか は同時性 の 問題 として 捉 え られ る．つ ま り， 妻の 就業確率が 夫

の 家事
・
育児参加 に よ り影響 を受ける とい うこ とは，同時 に，妻の就業決定 は夫の 家事 ・

育児参加 を被 説明変数 とす る方程式体系の 説明変数 となる 可能性が考え られる ．夫婦の 意

思 決定が 同時決定で あ る場合，夫の 家事 ・
育児参加 と妻の就業決定 は構造方程式体系 にお

い て 内生的 に決定 され る とい え る
5）．

　夫婦の 意思決定が 同時決定で あ り， 説明変数 と誤差項が相 関 を もつ 場合 ， 夫の 家事 ・育

児参加 と妻の 就業決定 を独立の 変数 とする と
， 推定量 は

一
致性を満た さ な い とい う同時性

の 聞題が 発生 する ．こ の よ うな問題に対処す る た め
， 本稿で は

， bivariateフ
゜
ロ ビ ッ ト ・モ

デ ル に よる推計 を行 う．

　夫が 家事 ・育児 を全 く行 わ な い 場合を O
， 少 しで も手伝 っ て い る な ら 1 とする 2値変数

を使用す る ．

　瓦 を夫の 家事 ・育児参加 に関する 変数で ある とする ．それ は
， 夫が 家事 ・育児 を手伝 う

な らば 1 ，手伝わ な い と きに 0 と して 観察 され る 変数で あ る とする ．そ して 熾 を
， 妻の

就 業選択 に関す る変数で あ る と し， 就業す るな らば L 非 就業 な らば 0 と して 観察 され る

変 数 とする ． こ こで ，次の よ うな夫 の家事 ・育児参加 と妻の 就業決定に つ い て
，

以 下の よ

5♪ 計量経済学 に おい て 内生 性が 生 じる 問題 と して は，同時性 の ほ か に ，説明変数 と誤差項 の 相関を示す意味 の

　 もの が ある ．こ れ は，木来推定式 に含 まれ る 説明変数が 除外 され て い る こ とか ら生 じる もの で あ るが，本稿

　 の 同時性 に よ る 内生 性 の 問題 とは 区 別 され る ，
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うな方程式体系 を考え る6）（Greene （2003））．

　 　　　　　t

Yl ＝ α x 十 u

鱸 ＝，3fx＋
’v

127

（3．1）

（3，2）

tY1 ＝ 1

肋
＝ O

y2 ＝ 1

tY2 ＝ 0

if 圻 ＞ O

other “ 厂ise

iiE 鱒 ＞ o

‘）therwise

（3．3）

（3．4）

ただ し
，

m は外生変数 （ベ ク トル ），
　 u

，
v は誤差項で あ る．（3．1）式 は夫の 家事 ・育児決定関

数，（3．2）式は妻の就業決定関数 を示す．そ して ，推計され る外生変数 は
， 居住地域 ， 親 と

の 同居の 有無 ， 未就学児ある い は 小学生 の 子 どもの 有無 ， 妻の 年齢 ， 学歴 ， 夫の 学歴 ， 勤

め先 の職業属性 ，夫の 所得 ， 住宅 ロ
ー

ン の 有無で ある L

　また，誤差 項の utV は二 変量正 規分布 で ，

E （u ）＝ E （v）＝ 0．

C ・v （鋤 ， の ＝
ρ．

Var （u ）＝ Var（？」）＝ 1
，

（3．5）

を仮定する ．

　尤度関数の なか に入る 累積分布 関数 は次の様 に定義 され ， 最尤 法を用 い て推定す る．

　　　・・（｝1 ＝
匡ノil，

｝亀； Yi2）一 ・・（嘱 ）− rk
，

f−
v

g
i

・輪 ・ ）鹸 （・・6）

　こ こで
，

2 変量密度関数は
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　e （
− v2）（命 ヰ 2ρ尚 ・

・）1（1一ρ
2
）

　　　　　　　　　　　　φ・伽 ）＝

　 ・。 （・．
，
・
）
1／・ 　

・
　 　 　 （3・7）

で あ る．た だ し ，

　 　 　 　 　 　 ノ

Zill ＝ α o 十 〇r　Xl

W −
＝

（lilZil，

qa1 ； 2Zノ・i1一玉
，

　

ρi
＝ 9乞1（li2ρ・

Xt2 ＝ β〇 ＋ β
’

x

ω 12 ＝ （li2Zi2

　9i2 ＝ 2yi2 − 1
，

（3．8）

（3．9）

（3．10）

（3ユ 1）

6） た だ し，家計内生 産 モ デ ル に依拠すれ ば，夫婦 それ ぞ れ の 家 事 時 間 ・就 業 時 間 ・余 暇 時 間 に つ い て の 6 本 の

　 方程式を同時推定する こ とが 望まれ る，しか し本稿 で使 用 した調 査票 か らは，夫婦 の 余暇 に関す る時間配分

　 に 関す る 質問項目がない ．こ の た め 本稿で は，夫の 家事遂 行 と妻 の 就 業決定の 関係 につ い て 2 本 の 方程式体

　 系の 同 時推定 を試 み る ．
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で あ り，Φ2 は 2 変量標準正 規累積分布関数 ， φ2 は 2 変量標準正規密度分布関数 を示す．そ

して ， ρ は相 関係数 で ある とす る，ρ
＝ 0 の帰無仮 説が棄 却され なけれ ば

， 夫 の 家事 ・育 児

参加 と妻の 就業決定 はそれぞ れ独立 に決 まる もの と して ，外生 性を仮定 した分析を用い て

もよい ． も し夫の 家事 ・育児参加 と妻の 就業決定が正の 相関に あ る な らば，ρは有意に正 の

値 を示す こ ととなる．推定に 際 して は
，
Bivariateプ ロ ビ ッ ト ・モ デ ル を用 い る． したが っ

て Bivariateプ ロ ビ ッ ト ・モ デ ル に よる対数 尤度 関数は，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 n

　　　　　　　　　　　　　l・gL 一 Σ 1・ Φ・幅 ・，・u ’・2　7　Pzl）・　 　 　 　 （3・12）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 i＝＝⊥

となる ．

4．　使用 データに つ い て

　本稿で は
， 労働政策研究 ・

研修機構 「職業 と家庭生 活に 関する全 国調査 」の 1991 年の 個

票 デ
ー

タ を用 い る，こ の デ
ー

タ は，層化二 段無作為抽出法 に基づ い て抽出 された 25歳か ら

69歳の 男女 とその 配偶者を調査対象 として お り，サ ン プル 数は男性 3000 人 ，女性 3000人

の 計 6000 人 で
， 有効回収 数は男 性 2401 人 く回収率 80．0 ％），

女 性 2481 人 （回収率 82．7

％）の 計 4882 人 ，男性 配偶者は 2045 人，女性配偶者は 2040 入 とな っ て い る．1991年時

点の 夫婦 を対象と した デー タで あるが ，
こ の 調査時点の 時代背景 と して

， 第一 に
， 当時は現

在よ りも性別役割意識 が強 く，夫婦 の 問で 夫で あ る男性が仕事中心 の 生活を送 る とい う意

識が現 在 よ り
…

般 的で ある．第二 に ，出産後の 女性 の 継続就業 をね らい とした育児休業法

は 当時まだ 制定されて お らず，男女雇用機会均等法は制定された ばか りの 時期で あ り， 女

性 が働 く社 会へ の 実現 に 向けて の 転換 期の 時点 で あ っ て
， 現在 ほ ど女 性が働 くこ とが

一
般

的 で あ っ た時代で は ない ．こ の よ うに男女の 意識 面 か ら も， また，女性 をめ ぐる就業環 境

が 現在 よ り未成熟で あ っ た とい う点か らも
， 性別役割分担機能が 現在 よ り明確 に機能 し て

い た とい える 時代の 夫婦の 活動 を検証す る こ と とな る．

　本稿 で使用する個票デ
ー

タ は
， 男性調査票 と女性調 査票それぞ れ に配偶者調査票を有 し

て お り， 本人 とその 配偶者 に関す る詳細 な情報を得 る こ とが で きる．なお
， 男女 それぞ れ

に つ い て ，配偶者 自 らに よる 回答が行われ て い る ．そ こ で本稿 で は，男性 調査 票 お よび女

性調査 票 にそ れぞ れの 配偶 者調査 票 をマ ッ チ して デ ータセ ッ トを作成 した 。また
， 本稿 の

分析で は ，都市部に住 む既婚者 ・有配偶者の 女性 とそ の 配偶者の デ
ー

タ を使用 した．一
般

的 に ， 都市 部 に比 べ 農村部 で は性 別役 割意識が 強 く働 い て い る と考 え られる た め に ， 分 析

対象を都 市部 に限定 した
7）． また

， 妻で あ る 女性の 年齢を 44 歳以下 の サ ン プル と して い る．

わが 国の 女性 の 就業形 態が M 字形 カ ーブ を描 くこ とで 知 られて い る ように ，出産 ・育児期

T） 調 査 票 か ら は，個 人 の 性 別役 割 意 識 は尋 ね られ て お らず，不 明 で あ る ，
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表 1　 記 述統計

観察数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

地 域 都市 （基 準 〉 9920 ．239 0．427 0 1

大都市 A （人 凵 10 万人以 上 ） 992 〔〕，234 0．500 0 1

大都 rhB 9920 ．527 0，424 0 1

親 と同居 9920 ．264 0．441 0 1

末子 申学卒以上 ・
子 ど もがい ない （基準） 9920273 0．446 o 1

未就 学児 9920 ．442 0．497 o ユ

小学校低学年 9920 ．149 u，356 〔｝ 1

小 学校高 学年 992o ．139 0．343 0 ］

妻 年齢 99236 ．0325 ，491 21 44

学歴 　　　　　 中学卒 （基 準） 9920 ．105 0．307 0 1

高校卒 992 〔〕．531 0．499 0 1

短大
・
高専卒 9920 ．2ア7 0．448 0 1

大学卒 9920 ．100 0．300 0 1

夫 学歴　　　　　 中学卒 （基準） 9920 ．105 03G7 0 1

高校卒 9920 ．474 0．500 0 1

短大 ・高専卒 9920 ．068 0．251 0 1

大学卒 9920350 o．477 o 1

従業上 の 地 位　　
．
般 従業員 （基 準） 9920 ．696 〔1．298 〔｝ 1

経 営 者 9920 ．106 0．308   ［

管理 職 9920 ．197 o，398 O 1

企 業規 模　　　 1 〜99 人 （基 準） 9920 ．431 0，496 0 1

100 〜999 人 9920 ．219 0．414 0 1

1000 人 以 上 ・官公 庁 9920 ．35D 0．477 0 1

産業　　　　　 製造業 （基準） 9920 ．060 〔，．239 0 1

農林漁業 ・鉱業 ・建築業 992 〔〕．ユ67 0，373 0 1

運輸
・
通信業 9920 ，082 O．274 0 1

卸売 ・小売 ・飲食店 9920 ］04 0．3〔｝4 〔〕 1

金 融 ・保険 ・不動産業 9920 ．150 0．357 o 1

サービ ス 業 9920 ．078 0，268 o 1

公 務 9920 ，360 0．480 o 1

税 込み 所 得 （万 円） 992529 ，309269 ．730 〔〕 1250

住 宅 ロ ーン 返 済 中 9920 ．329 〔〕．470 0 1

妻が就業 9920 ，448 0．497 0 1

夫が 家事 ・育児に参加 992   ．254 0，436 0 1

に あた る 20 歳代後半か ら 30 歳代後半 に女性の 就業率が 低下する ． した が っ て
，

こ の 年齢

層 の 既婚就 業 を促 進 す る こ とが 政策的課題 とな っ て お り，本稿で は お もに育児 を担 う比較

的
．
若い 年齢層 の

．
女性 と して 44 歳以 下 の サ ン プル に分析対象 を絞 っ た，

　さ らに
， 自営業主の 家族従業者で ある夫や ， 妻が経営者で ある場 合，夫がパ ー トタイマ

ー
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や派遣社員 な ど非
一
般従業員で ある場合は 除外 した ．夫が 自営業主の 家族従業者で ある場

合 とは
， 妻が 夫の 仕事 の 専業従事者 とい う立場 を とる こ とが 考え られる ．本稿で は

， 妻が

外で 働 くか どうかの 意思決定を捉 えた い た め
， 夫が 家族従業で あ るサ ン プル は除外 した ．

また
， 夫が 派遣社員等 の 場合 は

， 全サ ン プル の うち 3 ％ 弱 ときわめ て少数で ある た め 除外

した ．さ らに
， 単身赴任 な どの 理 由に よ り現在配偶者 と別居 して い る場合 も除外 した．欠

損値 をli余い た標本数は，992 とな っ て い る．

　次に使用する説明変数に つ い て 説明する．夫婦 の 時問決定 に影響 を与 える説明変数 と し

て ，先述 の家計内生産モ デ ル で は，学歴や年齢 ， 子 どもの 有無な どがあ げられ る．本稿で は

さ らに，居住地 域や 親 との 同居の 有無 ，夫の 就業形態な どを説明変数 と して含め る．地域

ダ ミ
ー

に つ い て は，人 口規模が大 きい 順か ら大都市 A ，大都市 B ，都市部 と した．同居 ダ

ミ ーは ，自分あ る い は 配偶者の 親 と同居 して い る場合， 1 の 値 を とる変数 と して い る．末

子 に つ い て の変数は，子 ど もが い な い 家計ある い は子 ど もが 中学生 以上 の家計を基準 と し

て ダ ミ
ー

変数 を作成 した．すな わち ， 子 どもが い る家計の なかで 末子が 6 歳 未満で あ る場

合 を未就学児 とし ， 末子 が小学校低学年 と小 学校 高学年で ある場合 と ともに 1 の 値 を とる

ダ ミー変数 を作成 した ．学歴 につ い て は
， 夫婦 と もに ， 中学卒 を基準 と して

， 高卒 ダ ミ
ー

と短大 ・高専卒 ， 大卒 ダ ミーを作成 した．なお ， 中学卒 とは
， 旧制小学校 ・新制中学校卒 ，

高校卒 とは
， 旧制中学校 ・旧制女学校 ・実業学校 ・師範学校 ・新制高校 ・新制専門学校卒 ，

短大卒 とは 旧制高校 ・旧制女子大学 ・高専 ・新制短大卒 ， 大卒以上 とは旧制大学 ・新制大

学
・大 学 院卒 と した．夫の 従従 業 ヒの 地位 は

，

一
般従 業員 を基準 と して

， 経営者 ダ ミー と

管理職 ダ ミ
ーを作成 した ，経営者 とは

， 経営者 ・役員 ・自営業主 ・個人経営 ・自由業 を示

して お り， 管理 職 とは課長 以上 の 管理職 と して い る．夫の 勤め先の 産業 は，表 1 に ある製

造業 を含む 7 つ の 産業に分類 した ．農林漁業 ・鉱業 ・建設業 を一
括 りに したの は

， 調査票

で は こ の 3 つ の産業に従事する場合の サ ン プル が きわめ て少数で あ っ たため ，製造業 を除

く第 1次産業 ・第 2 次産業 を統合 した もの と して 使用 して い る，夫の 所得 に つ い て は ， 調

査 時点の 過去 1年 間の 税込み所得 を用 い て い る．

　 妻の就業決定変数に つ い て は，妻 が課長以上 の 管理 職 ，
一

般従業員，パ ー ト ・
ア ル バ イ

ト ・臨時 と して 就 業 して い る場 合 に 1 の 値 をと る変数 と した ，夫の 家事 ・育児決定関数 に

つ い て は
， 夫が少 しで も家事 ・育児 を行 っ て い る 場合に 1の 値 を とる 変数 として い る

8｝． こ

れ は，こ の デ
ー

タで 夫が少 しで も家事 や 育児 に参加 して い る割 合は
，

お よそ 27 ％ とな っ て

S＞ 調査票 か らは，夫の 家 事負担量 を 4 段階 に 把握 す る こ とが で き る，夫 が 行 う家 事 ・育 児 の 度 数 分 布 を以 「に

　 示す．

　 1 ．少 しで も手伝う＝18．4 ％

　 2 ．　 か な り手伝 っ て い る ＝5．6 ％

　 3。 ほ ぼ 同等 に手伝 っ て い る ＝1 ％

　 4 ．　 も っ ぱ ら夫が 行 っ て い る ＝ユ．6 ％
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表 2　 推計結果 bivariateプ ロ ビ ッ ト分祈

夫の 家事 ・育児参加関数 妻 の 就業決定関数

説 明変 数 係 数 漸 近 的 孟値 係 数 漸 近 的 オ値

地 域 大都市 A （人 「110 万 人以 上 ）

大都市 B

　0．407

一 ．402

　0．30

− 0，36

一〇，671 ＊＊＊

− D，267 牢＊

一5．09

− 2．42

親 と同居 一〇．915 ＊ ＊＊ 一7．22 0．243 ＊ ＊ 2．40

末 子 未就学児

小学校低学年

小学校高学年

　0．217＊

一 ．075

− 0．051

　1．67
− 0．48

− o．32

一
〔〕．912＊ ＊ ＊

− 0．469 ＊＊＊

− 0、084

一7．31

− 3，44

− o．59

妻 年齢 一〇．匡｝23＊＊ 一2．15 0．〔〕41＊＊＊ 3．9〔〕

学歴　　　　　 高校卒

　　　　　　　 短大 ・高専卒

　　　　　　　 大学卒

一〔〕．058

− ｛〕．o〔16

　0．060

＿〔〕．31

− 〔1．03

　0．24

一〇．023

　0．141

　0．442＊

一〔〕．13

　0．71

　 L．84

夫 学歴　　　　　高校卒

　 　 　 　 　 　 　 短 大 ・高 専 卒

　　　　　　　 大学卒

0327 ＊

o、556＊ ＊

D．182

1．752250

．86

＿0．318＊

− 0．218

− 0．509＊＊

一1．89

− 0．92

− 2．61

従業上 の 地位　 経 営者

　　　　　　　 管理 職

一〇ユ95

− 0．330＊＊

一1，13

− 2．41

一〇．555＊＊

− 0．223＊

一331

− L78

企 業規模　　　　100 〜999 人

　　　　　　　 1000 人以 上 ・官公庁

一｛〕．488

　0ユ 69

一
〇．37

　0．31

一
〇．171

− 0．224 ＊

一1．39

− 1．84

産業　　　　　　農林漁業 ・鉱 業 ・建設業

　　　　　　　 運 輸
・
通信業

　　　　　　　 卸売
・
小売

・飲 食店

　　　　　　　 金融 ・保険 ・不 動産業

　　　　　　　 サ ービ ス 業

　　　　　　　 公務

一〇，488＊ ＊

　0ユ69

　0．040

− 0ユ00

− 0，006

− 0．180

一2．10

　 1．25

　 0、22

− 0．61

− ｛〕．05

− 0．94

一〇．〔〕62

　0、1  6

− D，177

　 0．ユ47

　0．298非＊

　 Gユ78

一〇．32

　 U．80

− 0，97

　 0．94

　 2ユ2

　 0．98

税込 み 所得 〔円） 0．0003 1．51 一〇，001＊＊＊ 一5，29

住 宅 ロ ーン 返 済中 0．105 1．04 0．174＊ ＊ 23D

定数項 一
〇．121 一

〇，26 一
〇．035 一

〇．08

ρ 0238 ＊＊ 3．72

γ占

対 数 尤 度

W 田d ＞ Ghi2

Prob ＞ Chi2

　 　 992

一ユ046，07

　 33492

　 　 0，000

注）
＊ は 10 ％水準 で ＊＊ は 5 ％水準で ＊ ＊＊ は 1 ％ 水準で 有意 で あ る こ と を示す．

お り， 夫が ま っ た く行わな い 家計が 多い た め
， 本稿の 分析で は

， ま っ た く家事や 育児か ら

離 れ て い る夫 が ， 妻 の 行動 を契 機 と して少 しで も参加す る よ うに なる か どうか に つ い て の

問題 に つ い て 明 らか に する ．そ の た め
， 当初か ら家事 ・育児を行 っ て い る 夫が よ り負担量

を増 やす か どうか に つ い て は，本稿の 分析か らは把握され ない こ とに留意する必要が ある ．

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Statistical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Statlstloal 　SOOIety

132 日本統計学会誌　　第39巻 第ユ号 2009

5． 推計結果

　表 2 が Bivariateプ ロ ビ ッ ト推計の 結果 を示す．推計の 結果 ， ρの 値は有意 に正の 相関 を

示 して お り，夫の 家事 ・育児参加 と妻の 就 業決定はそれぞ れ独立 に決まる もの で な く， 同時

決定 の 関係 で あ るこ とが示 されて い る．また，夫が 家事
・
育児参加を行 うこ とと妻が就業

決定 を行 うこ とは正 の 相関関係 を もつ こ とが示 され て い る ．こ れ まで夫 の家事 ・育児行動

と妻の 就業決定 に つ い て は
， それ ぞれ独立 の 意思 決定 と して分 析が行わ れる こ とが多か っ

た が，本稿 の 結果 か ら，夫の 家事 ・育児行動 と妻 の 就 業行動は夫婦の 間 で相関 関係 に あ る

可能性が 明 らか に され た
9），す なわ ち ， 夫 と妻 の 意思決定は独 立で は な く， 夫婦 は家計全体

の効用 を最大 にす る よ う意思 決定 を行 っ て い る 可能性 が示 唆される ．そ して ，両者 は 正 の

相関 関係 に ある こ とか ら ， 夫が家事 ・育児 を遂行する な らば
， 妻の 就業が促進 され る可 能

性が考えられ る。

　そ の 他の 説 明変数に つ い て説 明す る．夫の 家 事 ・育児参加 関数につ い て見 る と，第
一

に，

自分 あ るい は配偶者の 親 と の 同居 は夫の 家事 ・育児参加 に対 して有 意 に負の 効 果 を与 えて

い る ．親 と の 同居 は夫婦の 家 事 ・育児行動 を代 替 す る機 能 を もつ こ とが考えられ る ．末子

が 未就学児で ある場合 ， 末子が 中学生以 上 ある い は子 どもが い な い 世帯 を基準 とす る と
，

統計的有意性は低 い もの の ，夫 は家事 ・育児 に参加する結果が得 られて い る ．妻の 年齢 は

夫の 家事 ・育児遂行 に有意に負 の 影響 を与 えて お り， 妻の 年齢が 高 くな る ほ ど夫 は家事 ・

育児 を手伝 わ な い 傾向が得 られ た．本稿の推計で は多重共線性の 可能性 か ら妻の 年齢 と夫

の年齢 を同時に推計 に含め なか っ たが ，夫の 年齢 と妻の 年齢 は高 い 相 関関係 に ある こ とが

考 え られ る ．妻 の 年齢が 高 くなる と夫の 年齢 も高 くなる傾向に あるが ，夫婦の 年齢が 高 い

ほ ど性別役割意 識の 影響 を強 く受けて い る こ とが考え られ る．こ の ため，妻の 年齢が低 く，

夫の 意識が性別役割意識か ら希薄で あ るほ ど ， 夫が家事 ・育児に関わ る傾 向が高い 可能性

が考えられ る ．

　 学歴 に つ い て は，夫の 学歴 が 中学卒で あ る場合 を基準 とす る と
， 夫が短 大 ・高専 卒で あ

る場合 に負の 符号 が得 られて い る． これ は
， 短 期大学 や専門学校で は

， 家事 ・育児行動 に

近 い 分野で の 技能特殊的な内容の 学び を 目的 と した とこ ろが 多い た め
， 修学当時に学ん だ

内容が 家事 ・育児分担 に影響 して い る 可能性が考 え られ る ．

　 居住地 に つ い て は ，保育サ
ービ ス や 家事代行サ ービ ス の 供給量 が地域に よ っ て 異 なる と

考え られ る こ とや ， 人 冂 が多い 都 市部 で ある ほ ど性別役割意識が 希薄に な り夫が 家事 ・育

児 に参加する 傾向が 高 まる と予 想 され る が ，夫の 家事
・
育児参加 に対 して 有意 に影響 を与

えて い ない ．こ れは
， 本稿 の 分 析で は都市部以外の 地域は 除外 して い る た め

，
こ の よ うな

y） た だ し、既 に 荒 山 （1996b）の 研究で は、夫婦 の 意 思 決定 が 内 生 的 に 決 め られ て い る可 能 性 を指 摘 して い る。

　 こ れ に 対 し、水落 （2006b）は、父親の 育児時問 に対 して は 夫婦 の 時間配分 は外生 的 で あ る こ とを示 して い る．
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効果は ある 程度 コ ン トロ
ー

ル されて い る た め で ある と考えられ る．

　夫の 従業上の 地位が課長以 上 の管理職で あ る場合は，
一
般従業員 を基 準 とする と，夫の

家事 ・育児参加確率は 5 ％水準 で 高 い こ とが示 されて い る ．こ れ は
， 管 理職 に就 い て い る

場合 に は仕事が 特に忙 し い こ とが 要 因の ひ とつ と して 考え られ る ．た だ し
， 仕事が 多忙で

あ り時間的制約が ある ため に夫 は家事遂行を行わ な い とする な らば，夫 の所得や 学歴 も業

務の 遂行 に与 える要因 として夫の 家事 ・育児行動 に影響 を与え る と考えられ る ．本稿の 結

果か ら
， 夫の 所得の 高 さは家事

・
育児遂 行に有意 に影響を与 えて い ない ．

　夫の勤め 先の 産業で は
， 製造業を基準 と して農林漁業 ・鉱業 ・建設業 ダ ミ

ー
が 負で有意な

符号が 示 され て い る．夫や 妻の 所得 ， 住宅 ロ
ー

ン 返済中で ある か どうか とい うこ とは
， 夫

の 家事 ・育児参加 に対 して 有意 に影響 を与 えて い ない ．

　次 に，妻の就業決定関数の 結果 に つ い て説明する． まず，人口 10万人未満の都市部に比

べ ，それ よ りも人 口が 多い 大都市部 に居住 して い る家計 にお い て ，妻の 就業確率が有意 に

低下 して い る．これ は，人 口 が多い 都市部で あ る ほ ど保育所の待機児童 の 問題が深刻で あ

るため，幼い 子 ど もが い る妻 の 就労が 困難で ある 状況が考 え られ る．また，大都市圏に住

む ほ ど長時間通勤で ある傾 向が高 く， 妻の 市場労働供給が抑制 され る こ とが考えられ る
10）．

　 自分 あ るい は 配偶者の 父 母 との 同居は，妻 の 就業確率 を有意 に高め る効果が得 られて い

る．こ れ は，同居親の 手助 け に よ り家事や育児の 負担が軽減 され るため ，仕事 と育児の 両

立が 可 能に な り妻の 就業確率が高まる こ とが うかが える ．た だ し， 親 と の 同居 に つ い て は
，

妻の就業志向が 高い 家計で は親 と同居す る こ と を選択 す る こ と も考え られ る た め ，内生変

数で ある可 能性が ある こ とに注意を要す る
11）．

　末子が未就学児や 小学校低学年で ある 場合に は
， 末子が 中学生以上 ある い は子ど もが い

な い 家計 を基準 として ，妻の 就業確率が 有意に低下 して い る が
， 小 さい 子 どもが い る こ と

は母親の 就業 に とっ て大 きな負担 とな っ て い る可能性が考えられる ．妻 の 学 歴 に関 して は，

学歴 が高 い ほ ど妻の 就業確率が高 く， 学歴 と就業が 正の 相関関係 で ある こ とを示 され て い

る ．また，夫が サ
ービ ス 業 に勤め て い る家計で は ，妻の 就業確率は有意に低下 して い る こ

とが示 されて い る ，

　夫の 所得 に 関 して は
， 妻の 就業 決定 と負の 相 関 を示 して お り， ダグラ ス ー有澤の 第

一
法

則の 成立が確認 され る．年齢に関 して は，妻の 年齢が 上昇す る と就業確率が高 まる こ とが

示 さ れ て い る ．こ れ は
， 年 齢の 上 昇 に と もな っ て 人的資本 が向上 す る こ とや 子 ど もが 成 長

す る ため育児 に手がか か らな くなる ため で あ る と考 え られ る ．

10） 小 原 （2DOD ） は，都市部 に居 住す る夫 の 通 勤 時問 が 長 い た め，都 市 部 で あ る ほ ど妻 は家 事時間を増 や し 市場

　 労働時 間 を減少 させ る と説 明 して い る．
11〕 本稿で は，適切な操作変数が 見つ け られ な か っ た ため，親 と同居 して い る か ど うか の 内牛 性 を考慮 し た 分 析

　 は 行 っ て い ない ．
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　住宅 ロ ーン 返済中で ある こ と は 家計が負債 を有 して い る こ とを意味 し てお り， ロ
ー

ン の

返済が ある家計の 妻は就業確率が 有意 に高 まる こ とが示 され て い る．

6．　 お わ りに

　本稿 で は ， 1991年の 個票デ
ー

タ を用 い て ，夫婦の役割分担 が同時に 決定され る 可能性 を

考慮 した うえで夫の 家事 ・育児決定 と妻の 就業決定の 関係 に つ い て 検証 を行 っ た ．本稿の

分析結果 よ り明らか に な っ た こ とは，相関係数は有意 に 正の 関係 を示 し，夫の 家事 ・育児

決定 と妻の 就業決定関数は同時決定の 関係で あ る こ とが 示 され た こ とで ある ．

　わ が 国 で は
，
M 字型 カ ーブ に描か れる よ うな出産 ・育児期の 女性 の 就業の 巾断が他の 先

進諸 国 と比 べ て も顕著で あ り，

一
方 で

， 夫で ある男 性 の 家事遂行 時 間が きわめ て短 い こ と

が特徴 と して挙 げられ る ．また ， 近年で は 育児 にか かわ りたい と考える男性 が増 えて い る

が
， 現時点で は男性が育児休業 を取得する ケース もきわめ て 少数で ある．こ の た め

， 出産 ・

育児を担 う妻の 就業継続 と夫の 家事 ・育児分担 に つ い て 明 らか に され る こ とは 重要な政 策

的課題 で ある と考え られ る ，数多 くの 先行研 究か ら ， 夫 の 家事 ・育児 分担が すす む こ とは

妻の 就業継続 を有意に高め る こ とが 明 らか に され て い る ．先行研究の 多 くに お い て は夫の

意思決定が 夫婦の 間で 独立 で あ る こ とが 前提 とされ て い るが ，本稿 で は，夫の家事 ・育児遂

行 と妻の 就業行動の 同時決定モ デ ル に よ る推計 を試み た．その 結果 ， 夫婦の 意思決定は 同

時 決定で あ り，正の 相 関 関係 に あ る こ とが 明 らか に された．家計 をひ とつ の 経済主体 と考

えた場合，夫が 家事
・育児参加 を行 うか どうか とい うこ と と妻の 就業決定は夫婦の あい だ

で 同時決定の 関係 に あ る こ とを実証面 で 明らか に した こ とが本稿の 新たな貢献で あ る ．そ

して ， 本稿の 実 証 的検証 か ら
， 夫が家 事 ・育児参加 す る家計 で は妻 の 就 業が促進 され る こ

とを示唆 す る結果 が得 られ て い る．

　最 後に，政策的課 題 を述 べ る ．わ が国 で は男性 が育児 の た め の 休 暇 をと る こ と は まだ ま

だ珍 しい こ とで あ り， 育児 に 参加す る 男性は 少数派の グ ル
ープ と して 特徴づ けさ れ て い る ．

こ の た め
， 官公庁や 企業 な どが主体 とな っ て，働 く男性の 育児参加 を促す工 夫が望 まれ る ．

今後 の 政策的課題 との ひ とつ と して は，フ ル タ イム で 働 く男性の長時間労働 や長時間通勤

の 問題 が見 直 され
， 男性 で も家 事や育児 を担 える環境 を整 えて い くこ とが考 え られ る，

謝辞

本 稿の 作 成 に あた っ て
， 神戸大学 の 三谷 直紀先生 か ら手厚 い 指導 を賜 りま した ． また

， 本

誌 2 名の 匿名 レ フ ェ リ
ー

か ら有益 な コ メ ン トを頂 きま した ．こ こ に記 して感謝申し上 げ ま

す ．ま た
， 編 集長の 渡部敏明先生 に御礼 申し上 げます．本稿の 分 析に あた り， 東京大学社会

科学研究所附属社会調査 ・デ
ー

タ ア
ー

カ イブ研究セ ン タ
ー SSJ デ

ー
タア

ー
カ イブ か ら 〔「職

業 と家 庭 生活に 関す る 全 国調査 ，
1991 」（労働政 策研 究 ・研 修機構）〕の 個票デ ータ の 提 供

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Statistical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Statistioal 　Sooiety

夫 の 家事 ・育児参加 と妻 の 就業行動 一一同時決定バ イ ア ス を考慮 した 分 析 135

を受けま した．記 して 感謝 申し上 げます．本稿中の あ りうべ き誤 りはすべ て 筆者に帰する

もの で す．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

阿 部正 浩 （2001）．「労働時間 と就業，結婚行動
一
就業機会の 均等化 の 影響 との 関連で 」「少子化 に 関 す る家族 ・労

　働政 策 の 影響 と少子化 の 見通 し に 関す る研究』高橋重郷編，厚生科学研 究政 策科学推進 研 究事 業 報 告 書．

荒111裕行 （1998a ）．「家計内 に お け る 男 女 閭 の 分 業 一・家計 内 生 産 関数 に よ る 実証分析」 『経済科学』39（2），
1−16，

荒山裕行 （1998b）．「雁 用労働時間，　R営労働時間お よ び家事労働時闇の 決定　タイ Socio−Ecollolllic−Sumicy（1981）
　を用 い た家 計構成員間の 相互 依存 の 分析．、1「経済科学』46 （2），2944 ．

Becker，　G ．　S，（1965）．　A　Thcor3r　of 　the 　Allocatioll　of 　Ti皿 e、　ffcon，，J．，75，493 −517．

Eurostat （2004），　How 　Europcalls　Spend　Their　Time 　Everyday 　Lifc　 of　NMeineIl　and 　Mcn
，
　Bv，reau 　o／LaboT・

　 Statisti・cs げ 洗 8　bLS．

藤野敦子 （2002a）．「了
・ど もの い る 既 婚女性 の 就業選 択 ・・一夫の 働 き方 ，性 別 役割意識 が 及 ぼす影響．1『季刊家計経

　済研究』56〔4），48−55．

藤野敦子 〔2〔〕02b）．「家計 に お ける 出生 行動 と妻 の 就業行動 」『入 口学研 究 』31
，
19−33．

GTaham，　J．　W ．　and 　Green
，
　C ，　A ，〔1984）．Est，imating　the 　Paraエneters 　Qf 　a　Household　Production　FUnction　w 玉th

　 Joint　Produet・s，　Rev 、　Econ ．　Statist．
， 65，

277−282．

G エeene ，　W ．　H 、（20〔〕3）．πoσ 7己o 呪 ε‘擁c ／1π α妙翻s （5th　ed ．），
　Prentlcc　Ha11．

Gr 〔）エ1a，u
，
　R．．〔1977）．　Lcisure，

　Home 　Productioエ1
，
　aIld 　Work− the　Theory　ol

’
　the　Allocatien　of 　Time　Revi5ited．」．

　 Po ゐ Econ ，，85，玉099−1123．

Gronau，　R，（1980），　Home 　PI・oduction −A　Forgc〕ttell　Industry、　Rev．　Eco γt．5戯 傭 志．，62，408 −417 ．

井 口 泰 ， 丙村智，藤野 敦子 ・志 甫啓 （2〔〕｛〕2）、「雇用 面 か らみ た世代間利害調整」 「経済研究」（
一
橋大学）53（3），

　 204212 ．

前田正 子 （2〔〕0〔｝）．「共働 き1凵滞 に おけ る 夫 の 家事 ・育児分 担 に つ い て の 分析」r季刊家計経済研究』48 （4），68−74．

松 田茂 樹 （2002）．「父親 の 育児参加支援策の 方向性」『少子社会の 子育 て 支援』 国立 社 会 保 障
・人 口 問題 研 究 所 ，

　 313−330．

松 田茂樹 （2004）．「男 性 の 家事参 加 ・家 事参加 を規定す る 要因」渡辺秀樹 ・稲葉昭 英 ・嶋尚子 編，『現 代 家族の 構

　造 と変 容 一全 同家族調査 ［NERJ98 ｝に よ る 計量分析』 東京大学出 版会，175−189．

松 凵茂樹 （2006）．「近年 に お け る 父 親の 家 事 ・育児 参加 の 水準 と規 定要因の 変化」「季刊家計経済研 究』71（2）、
　 45−54，

水落 正 明 （2006a），「父親の 育児参加 と家計 の 時 間配分」『季刊家計経済耐究』71（2），
55−63．

水落正明 （20〔〕6b）．「家計の 時間配 分 行動 と父親の 育児参加」『季刊杜会保障研究」 42（2〕，149
−164，

永井暁子 （20  4）．「男性 の 育児参加 」渡辺 秀樹 ・
稲葉昭英 ・

嶋尚子 ， 『現代家族の 溝造 と変容
一
全 国 家族実態調査

　［XERJ981 に よ る 計量分 析 』東京 大 学 出版 会
，
190200 ，

西本真弓 ，
七 条達弘 （2004）．「親 との 同居 と介護が 既 婚女 性 の就 業 に及ぼ す影響」『季刊家計経済研究」61 （1），62−72，

Nishioka
，
　H ，（1998）．）・｛enis 　Domestic 　Role　and 　the　Gender 　System ； Det，erlnirants 　of 　11usband，s　Household

　Lab ・・ in・J・pai ・，「人 口 問題 研究』54（3）， 56
−7J．

西 岡八 郎 （20〔，1），「少子化現象の ジ ェ ン ダー
分析  

一
男性の 家庭役割 と追加出生 に関す る意識」高橋重郷 編．『少

　子 化 に 関 す る 家族 ・労働政 策 の 影響と少子化 の 見通 しに 関する 研究』厚生科学研究政 策科・学推進研究事業報告

　書，308−332．

小 原 美 紀 （2000）．「長時間通勤 と市場 ・家事労働一通勤時 間 の 短 い 夫 は 家事を r一伝 うか ？」「日本労働研究雑誌 』

　 476
，
35−45．

太 田美音 〔2〔〕06 ）．「さ ら な る利 活 用 を 目指 して 　平 成 ］8 年杜 会生 活 幕 本調査 の 集計 及 び 13 年社 会 生 活 基 本 調 査

　特別集計 か ら」『統計』7 月 号，35−40．

S　olberg ，　E ．　J．　a皿 d　Wong ，　D ．　C 、（1992）．Jiamily　Time 　Use−Leisure，　HolIle　Productionr　Market 　Work
，
　and 　NVork

　 Related ［1／taveL
，
　JouTTnal　of 　Huma ・n，　Resources

，
27，485　51〔｝．

凵」上 俊彦 （1999），「出産 ・育児 と女性就業の 両 立 可能性 につ い て 」『季刊社会保障研究130「（
’
2），52−64．

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


